
（平成２１年９月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡厚生年金 事案 591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 19年 10月１日から 20年１月１日まで、

厚生年金保険被保険者であったことが認められることから、申立人のＡ事業所

における資格取得日に係る記録を 19 年 10 月 1 日、資格喪失日に係る記録を

20年１月１日とすることが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 大正 12年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 17年６月１日から 22年 12月 31日まで 

申立期間について、ねんきん特別便に厚生年金保険の加入記録が無いため、

社会保険事務所に照会したところ、申立期間についてＡ事業所の厚生年金保

険に加入していた事実は無い旨の回答を得たが、申立期間について同僚２人

の厚生年金保険の加入記録があり、当時の経理担当者の厚生年金保険に加入

していたことを認める証明があるため、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言、申立人の提出した写真及び記録書類から、申立人が申立期間に

Ａ事業所Ｂ工場に在籍していたことは認められる。 

また、Ｃ県厚生部が保管する身上申告書により、申立人が昭和 19年１月 10

日、陸軍に召集により入隊し、22年 11月 14日に復員したことが確認できる。

さらに、社会保険事務所が管理する厚生年金手帳記号番号払出簿により、申立

人は、昭和 19 年６月１日の資格取得年月日で厚生年金保険記号番号を払い出

されたことが確認できる。 

一方、社会保険事務所の記録によると、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険加入記録は確認することができないが、申立人と同様に兵役に就いていた同

僚には申立期間に係る被保険者記録が確認できる。 

また、当該期間は召集されていた期間であるため、当時の厚生年金保険法で

は、第 59条の２により、昭和 19年 10月 1日から 22年５月２日までに被保険



  

者が陸海軍に徴集又は召集された期間については、その厚生年金保険料を被保

険者及び事業主ともに全額を免除し、被保険者期間として算入する旨規定され

ていることから、同条の期間において被保険者としての資格が無かったとは考

え難い。 

さらに、社会保険事務所において、当該事業所に係る被保険者名簿は保管さ

れていないが、これは戦災による焼失が原因であると考えられる。 

他方、申立期間のうち昭和 17年６月１日から 19年 10月１日までの期間に

ついては、当時の労働者年金においては、男子筋肉労働者を被保険者としてい

たところ、申立人は「事務職員として勤務していた。」と述べている。 

また、申立期間のうち昭和 20年１月１日から 22年 12月 31日までの期間に

ついては、申立事業所の事務員が、「Ａ事業所Ｂ工場はＤ事業所に売却し、出

資者に高額の配当金を支払い清算処理した。」と証言しているところ、申立人

の同僚で兵役にあった者が昭和 20 年１月１日に厚生年金保険の資格を喪失し

ていることなどから、申立人を同年１月以降、厚生年金保険の被保険者であっ

たとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から

20 年１月１日までの期間については、申立人は厚生年金保険の被保険者であ

ったと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44年 12月６日法律第 78号）附則第３条の規定

に準じ、１万円とすることが妥当である。 



  

静岡厚生年金 事案 592 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を平成８年

10月から 10年３月までは 36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 16年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成８年 10月１日から 10年４月１日まで 

社会保険事務所の職員が訪ねてきたとき、初めてＡ事業所で標準報酬月額

が改ざんされていることを知った。社会保険の事務や経理には関与していな

いため、同事業所が届け出ていた当初の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

平成８年 10月から 10 年３月までは 36万円と記録されていたところ、Ａ事業

所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成 10年７月 31日）

の後の同年９月７日付けで、８年 10 月から 10 年３月までの標準報酬月額が

15万円にさかのぼって減額されていることが確認できる。 

また、Ａ事業所の登記簿謄本により、申立人は役員でないことが確認でき、

申立期間当時の代表取締役は、「申立人は現場の業務を担当し、社会保険事務

及び経理事務には関与していなかった。」と証言している。 

さらに、複数の同僚は、「申立期間当時、申立人は工場長の立場であり、現

場の担当者だった。」、「社会保険事務に関しては､社長の妻が行っていたと思う

ので、申立人は、社会保険事務に関与していないと思う。」と証言しているこ

とから、申立人は、社会保険事務について権限を有しておらず、標準報酬月額

を遡及
そきゅう

訂正された事実を承知していなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂正処

理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間において標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成８年 10月から 10年３月ま

では 36万円に訂正することが必要であると認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 593 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人

が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険の標準報酬月額を 59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 18年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成９年１月１日から 10年６月 21日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の標準報酬月額について照会したところ、

申立期間について、従前まで 59万円だった標準報酬月額が 30万円に引き下

げられていた。 

少し経営が苦しくなった時期なので、報酬を下げた覚えはあるが、30 万

円までは下げていないので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報

酬月額は、当初、平成９年１月から10年５月まで59万円と記録されていたが、

Ａ事業所が、厚生年金保険の適用事業所でなくなった同年７月１日以降の同年

同月 30日付けで、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額が 59万円から

30万円にさかのぼって減額訂正されたことが確認できる。 

また、Ａ事業所の登記簿謄本により、申立人は平成 10年６月 15日に代表取

締役を辞任している上、社会保険庁の記録から､同年同月 21日に厚生年金保険

被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、後任の代表取締役は、「社会保険事務所徴収課の担当者と滞納社会

保険料の処理について何度も協議をした上で清算した。」と話しており、「申立

人に、処理方法についての相談及び処理結果についての報告はしていない。」

としている。 

加えて、当時の従業員は、「申立人は、代表取締役を辞任してからは、Ａ事

業所に来社したことはない。」と証言していることから、申立人が自らの厚生

年金保険の標準報酬月額の減額処理に関与したとは考え難い。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、社会

保険事務所において、当該訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な理由は無く、厚生

年金保険の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出たとおり 59万円に訂正することが必要である。 



  

静岡厚生年金 事案 594 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を平成５年

１月から６年６月までは 50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 23年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成５年１月１日から６年７月 21日まで 

社会保険事務所の職員が訪ねてきたとき、初めて標準報酬月額が改ざんさ

れていることを知った。Ａ事業所の取締役であったが、社会保険の事務や経

理には関与していないため、同事業所が届け出ていた当初の標準報酬月額に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

平成５年１月から６年６月までは 50 万円と記録されていたところ、Ａ事業所

が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成６年７月 21 日）の

後の同年８月 30 日付けで、５年１月から６年６月までの標準報酬月額が 15

万円にさかのぼって減額されていることが確認できる。 

また、商業登記簿では、申立人は申立期間当時、取締役であったことが確認

できるが、複数の同僚及びＡ事業所を担当していた社会保険労務士は、「申立

人は現場作業の責任者であり、社会保険事務には関与しておらず、同業務は代

表取締役が行っていた。会社の印鑑は、代表取締役自らが管理していた。」と

証言している上、申立人は申立期間当時、当該事業所において雇用保険に加入

していたことが確認できることから、社会保険事務に関する権限を有しておら

ず、標準報酬月額の訂正には関与していなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂正処

理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間において標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成５年１月から６年６月まで

は 50万円に訂正することが必要であると認められる。 



  

静岡国民年金 事案 980 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年２月から 43年７月までの期間及び 45年４月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 15年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 42年２月から 43年７月まで 

  ②昭和 45年４月 

申立期間①について、会社退職後、妻が私の国民年金の加入手続を市役所

でして、国民年金保険料を納付していたはずである。 

申立期間②について、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたは

ずなので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 42 年１月まで厚生年金保険被保険

者であり、会社退職後に国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は昭和 43 年８月６日に払い出されており、そ

れ以前に申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はう

かがえず、申立期間後の 43 年８月から 44 年７月までの国民年金保険料を

43 年８月６日に前納していることから、このころ国民年金の加入手続を行

ったと推測される。 

また、申立期間①当時、申立人の妻は厚生年金保険に加入しており、申立

人は任意加入対象者となるため、加入手続を行った時点からさかのぼって国

民年金の被保険者資格を取得することはできず、申立期間は未加入期間であ

ることから、制度上、申立期間①の国民年金保険料は納付できなかったと考

えられる。 

さらに、申立期間①に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付に申立人

は直接関与しておらず、これを行ったとする申立人の妻からも当時の状況を

確認できない上、保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、日記

等)も無い。 



  

 

２ 申立期間②について、申立人は、この直前の昭和 44年８月から 45年３月

までの保険料を 44年４月 11日に一括納付しているが、この２か月後である

同年６月に、申立人は、厚生年金保険に加入し、同年６月 12 日付けで国民

年金被保険者資格の喪失処理がされていたことが確認できる。以上のことか

ら、同年６月以降は納付書が届いていたとは考え難く、45 年３月後の期間

を納付することはできなかったと考えられる。 

また、申立人は昭和 46年 12月１日を資格取得日として、国民年金に再加

入し、申立人の所持する国民年金手帳の資格取得日欄にも同日の記載があり、

申立期間②は未加入期間となり遡及
そきゅう

納付もできない。 

加えて、申立人は、申立期間②に係る保険料の納付に直接関与しておらず、

保険料を納付したとするその妻からの証言が得られない上、申立期間②の保

険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、日記等)も無い。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 11年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 58年４月から 61年３月まで 

申立期間当時の保険料は１か月 6,000円ぐらいだったと記憶しており、自

分で銀行に国民年金保険料を納めに行っていたので、未納とされていること

に納得がいかない。 

また、昭和 59 年５月に資格喪失しているとのことだが、任意加入を辞め

る手続を行った記憶も無いので、何か行政上の手違いがあったのではないか。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、継続して国民年金保険料を納付しており、国民年

金被保険者資格を喪失する手続を行った記憶は無いと主張しているが、市の被

保険者名簿を見ると、昭和 59年５月 16日に資格喪失の届出を行い、翌 17日

付けで資格喪失処理がされており、申立期間のうち、58年４月から 59年４月

までは未納期間、同年５月から 61 年３月までは未加入期間となっており、市

の被保険者名簿及び社会保険庁のオンライン記録に齟齬
そ ご

は無い。 

また、申立人は、納付書がくればその都度納付し、過年度納付はしたことは

ないと主張しているが、同市の被保険者名簿を見ると、申立期間直前の昭和

56年度及び 57年度の保険料について、一部過年度納付をしており、納付に遅

れがみられる。 

さらに、申立人は、納付記録に誤りがあったため、昭和 59 年ごろ市役所に

領収書を持参し、記録を訂正してもらった経緯があるとしているが、その領収

書は所持しておらず、訂正された期間についても明確に記憶していない上、ほ

かに申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（日記、家

計簿等）も無く、納付状況は不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



  

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 32年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 53年４月から 56年３月まで 

結婚して住所変更した後、国民年金の通知が来て、父親と一緒に市役所へ

行き加入手続をした。その時、年金手帳の交付を受け、父親が保険料を納付

してくれたはずなので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父親と一緒に市役所に行ったものの、国民年金加入手続及び

保険料納付については、申立人の父親に任せていて申立人自身は直接関与して

いないことから、保険料額及び納付場所についての記憶があいまいである上、

加入手続及び納付をしたとするその父親からも証言が得られないため、当時の

状況は不明である。 

また、申立人は結婚した後に国民年金加入手続をしたと主張しているが、申

立人が結婚したのは昭和 56年 11月であり、申立人の国民年金手帳記号番号の

払出日は同年 12 月９日であることが確認できる上、この時期には、特例納付

は実施されておらず、申立期間の一部は時効により納付できないことから不合

理であり、56年４月から現年度納付を開始したと考えるのが自然である。 

さらに、国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（日記、家計簿等）

は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年 10 月から 40年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 16年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 38年 10月から 40年１月まで 

厚生年金保険に加入していない者は、国民年金に加入しなければならない

ことを市役所から聞いたので、加入手続をし、保険料は、地区の方が毎月集

金に来てくれたので納付したはずであり、申立期間が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続の記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 40年９月 27日に申立人の元妻と連番で払い出され、申立人

及びその元妻は、同年４月から現年度納付を行っており、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されたことはうかがえないことから、このころ国民年

金加入手続を行ったと考えられる。 

また、申立人は、国民年金加入後、まとめて保険料を納付したことは無いと

述べており、過年度納付や特例納付をした形跡はうかがえない。 

さらに、申立期間は未加入期間であり、申立期間以外にも未納期間が複数あ

る。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案 984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年６月から平成３年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 大正 15年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 61年６月から平成３年５月まで 

私は、60歳を過ぎてから 65歳になるまでの間、国民年金に任意加入して

保険料を納付していたはずなので、申立期間が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を銀行の口座振替で納付したと主張しているが、

申立人が振替口座であったと主張している口座番号は申立期間のものではな

く、平成９年に別の支店で発行された口座番号である。 

また、申立人は、申立期間は国民年金に任意加入して保険料を納付していた

はずと主張しているが、申立人から事実確認を聴取している途中で、それは間

違いであったと主張が変遷するなど、申立人の任意加入手続及び保険料額につ

いての記憶があいまいである。 

さらに、申立人が、仮に 60歳到達時の昭和 61年６月に任意加入して保険料

を納付したとすると、申立人は平成２年３月で老齢基礎年金の加入年数(25

年)を満たし、老齢基礎年金を満額受給できることになるため、同年４月から

３年５月までは納付する必要が無いことになる。 

加えて、申立期間以外にも未納期間がある上、申立期間の保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡国民年金 事案985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和51年８月から55年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和31年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和51年８月から55年３月まで 

農家の跡取りであった私が20歳になった時、父親が国民年金の加入手続を

してくれ、保険料も両親の分と一緒に農協で納めてくれたはずなので、申立

期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に直接

関与しておらず、加入手続と保険料納付を行ったとする申立人の父親の記憶は

あいまいであり、詳細は不明である。 

また、申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）には、申立期間の保険料納付

状況について、昭和56年に一括して進達されていることが確認できることから、

それ以前は未加入であったと推測できる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和56年２月に払い出されており、

ほかに国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがえないことから、払

出しの時点で申立期間の一部は時効により納付することができず、又特例納付

実施期間でもないため、さかのぼって納付できなかったと考えられる。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



  

静岡厚生年金 事案 595 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 13年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 33年４月 19日から同年 12月 15日まで                              

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申

立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

給与明細等は無いが、Ａ事業所で働いていたことは事実であるので、当

該期間について厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ事業所の在籍証明書及び同僚の証言から判断すると、

申立人がＡ事業所に勤務していたことを確認することはできる。 

しかし、申立人は、「Ａ事業所に定期作業員として勤務した期間のうち、

申立期間だけはＢに勤務し、それ以外の期間はすべてＣに勤務していた。申

立期間についてのみ厚生年金保険の加入記録が無い。」として申し立ててい

るが、申立期間当時、申立人と同じく定期作業員としてＢに勤務していたと

される同僚二人についても、申立期間において厚生年金保険の被保険者記録

を確認することができなかった。このことから、Ａ事業所では、申立期間に

Ｂに勤務する定期作業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうか

がわれる。 

また、申立期間にＡ事業所での厚生年金保険の被保険者記録が確認できる

複数の同僚に、当該事業所での厚生年金保険の適用、保険料控除の状況等に

ついて照会したが、これを確認できる証言を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ事業所に申立人の勤務状況や厚生年金保険料控除の状況につい

て照会したが、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除に係る資料は

無いとしており、当時の事務担当者にも連絡が取れず、申立てに係る事実を

確認することはできなかった。 



  

なお、社会保険事務所が管理するＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の健康保険番号＊番（昭和 32 年 11 月１日取得）から同番号＊番

（昭和 34 年５月１日取得）までの被保険者を確認したが、この間に欠番は無

く、申立人の氏名は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 596 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和６年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 29年 10月から 31年８月１日まで 

Ａ事業所に入社し､年金証書は見せてくれたが、退職時は会社に預けたま

まになっている。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時にＡ事業所に勤務していた厚生年金保険被保険者に聴取した

結果から､申立人がＡ事業所に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、当時の同僚は､申立人のことを覚えてはいたが､勤務期間を特定す

ることはできなかった。 

また、Ａ事業所の申立期間当時の役員及び事務担当者は、既に故人又は所

在不明であり、さらに､当該事業所が仕事を請け負っていた２社に聴取を行っ

たものの、いずれも申立人に心当たりはなく､申立人に係る厚生年金保険の適

用、保険料控除の状況について証言を得ることはできなかった。 

なお、社会保険事務所が管理するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の健康保険番号＊番（昭和 27 年９月１日取得）から、同番号＊番（昭

和 31年 10月１日取得）までの被保険者を確認したが、この間に欠番はなく､

申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 597 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 11年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : ①昭和 42年３月 21日から同年 11月６日まで 

  ②昭和 43年４月１日から同年 11月６日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申

立期間について、厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

仕事を休職したことや他の職種に就いたことはないので、被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所で厚生年金保険の被保険者となっていた同僚等の証言から、申立

人がＡ事業所に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、Ａ事業所に申立人の申立期間における勤務について照会したとこ

ろ、「当時の資料等は残っていないが、申立人の職種は、厚生年金保険の加

入対象としており、申立人が勤務していたとすれば、必ず加入させているは

ずである。同僚等の証言は真偽が不明であり、申立人は申立期間において勤

務していたとは考えられない。」との回答を得た。 

また、申立人のＡ事業所における雇用保険の加入記録を見ると、Ａ事業所

における厚生年金保険の加入記録が確認できる期間については、雇用保険の

加入記録も確認できるが、申立期間については、雇用保険の加入記録を確認

できない。 

さらに、申立人の在籍を証明した同僚等は、「申立人が勤務していたこと

は覚えているが、勤務期間については分からない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 11年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 27年６月から 30年９月まで 

昭和 27 年６月に叔父の紹介でＡ事業所に住み込みで就職した。先輩従業

員の名前や､取引先の名前も覚えており、Ａ事業所に勤務していたことは間

違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の元事業主の証言から､申立人はＡ事業所に勤務していたことを推

認することはできる。 

しかし、社会保険事務所が管理する健康保険厚生年金保険被保険者名簿か

ら、Ａ事業所は、昭和 27 年４月 28 日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっていることが確認できる。 

また、Ａ事業所の元事業主より､「Ａ事業所は厚生年金保険の適用事業所で

なくなった後も存続していたが､会社に社会保険の適用がない時期には､従業

員の社会保険料は控除していなかった。」との証言を得た。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 19年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成９年 12月１日から 11年 11月 28日まで 

社会保険事務所の職員が訪問してきたときに、代表取締役をしていたＡ

事業所で申立期間に係る標準報酬月額が 20 万円から９万 8,000円に下げら

れていたことが分かったので、申立期間について、当初、社会保険事務所

に届け出ていた標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所は、社会保険庁の記録によると、平成 11年 11月 28日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できるところ、同年 12 月９

日に、申立人の申立期間に係る標準報酬月額が、９年 12月から 11 年 10月ま

での期間について、20 万円から９万 8,000 円にさかのぼって減額されている

ことが確認できる。 

しかし、申立人は、Ａ事業所の商業登記簿から、申立期間当時、当該事業

所の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険料を納付することが困難になったとき、社会

保険事務所の職員から指導を受け、標準報酬月額をさかのぼって下げること

に同意し、Ａ事業所の標準報酬月額変更届に自分が押印したと思う。」と述

べていることから、Ａ事業所の代表取締役として、標準報酬月額の減額訂正

に関与していたと考えるのが自然である。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人はＡ事業所の代表取締役として、自らの標準報酬月額の減額訂正に関

与しながら、当該処理が有効なものではないと主張することは信義則上許さ

れず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 600 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 21年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成８年５月１日から 10年８月３日まで 

申立期間当時、自分が代表取締役をしていたＡ事業所において、社会保

険料を滞納していたため、知り合いの社会保険労務士に相談したところ、

社会保険料の滞納額を減らす方法があるということで手続を依頼したが、

自分の標準報酬月額を引き下げることになるとは知らず、当該事実を知っ

ていれば依頼はしなかった。当該社会保険労務士からは、当該手続の内容

について何も説明が無く、自分は直接関与していないので、標準報酬月額

の減額訂正を無効とし、訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ事業所は、平成 10 年８月３日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているところ、同年９月２日付けで

申立人の８年５月から 10 年７月までの期間に係る標準報酬月額を 59 万円か

ら 30万円にさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、閉鎖登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、Ａ事業所の代

表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「知り合いの社会保険労務士から社会保険料の滞納額を

減らす方法があると聞き、当該社会保険労務士にその手続をお任せした。当

該手続の内容については全く知らなかった。」と主張しているが、申立人は、

申立期間当時、Ａ事業所が厚生年金保険料を滞納していたことを認めており、

「会社の印鑑は、自らが管理していた。社会保険料が払えないので、手続を

すれば半分にできるという安易な考えで書類にサインをしたと思う。印を押

したかどうかも覚えていないが、印を押す箇所があれば、押したと思う。」

と証言している。 



  

さらに、当時の社会保険労務士を特定することができず、詳細を確認する

ことができないが、仮に社会保険労務士が当該遡及
そきゅう

訂正の届出を行ったとし

ても、業務の性質上、このような申立人個人の年金受給権を制限する行為を

代表取締役である申立人に何ら相談も無く、独断で行ったとは考え難いと推

認せざるを得ない。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役であった申立人は、会社の業務としてなされた当該行為に責

任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、当該

標準報酬月額の訂正処理が有効なものではないと主張することは信義則上許

されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録の訂正を認めることは

できない。 



  

静岡厚生年金 事案 601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 18年生 

住 所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 平成５年 10月１日から同年 11月 26日まで 

Ａ事業所の代表取締役として勤務した期間のうち、上記申立期間に係る

標準報酬月額が３分の１以下に減額されていることが分かったので、減額

前の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所は、社会保険庁のオンライン記録によると、平成５年 11 月 26 日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているところ、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額については、同日後の６年 12 月６日付けで５年 10 月に

ついて 30万円から９万 8,000円にさかのぼって減額訂正されていることが確

認できる。 

しかし、Ａ事業所の閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間当時、当該

事業所の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険事務を含む経理業務を妻（社会保険に未加

入）に担当させていたので、自分は全喪届や月額変更届等に一切関与してい

ない」と主張しているが、「全喪する前月の保険料を納付期日までに払えな

くなったとき、社会保険事務所の職員が来訪し、自分の標準報酬月額を減額

訂正することを勧められたことがある。」、「妻は、社会保険事務所の担当

者が来たとき、詳しい説明も無く書面の内容も解らないまま代表印を押した

ことがあったと言っている。」とも証言していることから、当該妻がこのよ

うな申立人個人の年金受給権を制限する行為を代表取締役である申立人に何

らの相談もなく、独断で行ったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、Ａ事業所の業務を執行する責任を負

っている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為に



  

ついては責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に同意しな

がら、当該減額処理が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、

申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはでき

ない。 



  

静岡厚生年金 事案 602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 : 女 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日 : 昭和 17年生 

住 所 :  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 33年５月１日から 34年８月 24日まで 

社会保険事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間

については脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は受け取っ

た記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁の記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給さ

れたこととなっている申立期間後に勤務した厚生年金保険被保険者期間につ

いては、脱退手当金を受給したことを認めているところ、脱退手当金を受給

する場合、過去のすべての厚生年金保険被保険者期間をその計算の基礎とす

るものであり、これにより昭和 38 年４月９日に支給決定された脱退手当金は、

脱退手当金支給日前の申立期間である厚生年金保険被保険者期間も基礎とし

て計算され、一連の事務処理も申立期間を含む脱退手当金が支給されたもの

となっており、不自然な点は無い。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号について、申立期間とその後の脱退手当金を受給したとする厚生年金

保険被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、脱退手当金

支給後の厚生年金保険被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を

受給したために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人

から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情

は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


